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されていることと存じます。

さて、当事務所所属弁護士はこれまで京都府宅地建物取引業協会の顧

問弁護士として多数の不動産取引案件を手がけて参りましたが、先の民

法（債権法）改正に際しては、「宅建業者のための民法改正と不動産取引」
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このたび、「宅建業者のための災害と不動産取引」を出版いたしました。

災害と不動産取引という分野に関しては、災害に対するその時代の認識や

防災体制の状況によって裁判所の判決が変わっていることや、裁判官個人

の法解釈の考え方によっても結論が変わっているため、自然災害と不動産

取引に関する分野での判例というものが未だに確立しているとは言えない

状況にあります。

本書は、宅建業者の方に理解していただき易く、使い易いものとするた

め、解説とQ＆Aの２部構成にしています。

皆様の業務に役立てばと考え、ご案内させていただきました。
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　災害を想定した宅建業者の調査・説明
義務（重要事項説明書の記載例あり）、各
種災害ごとに売主・貸主が負う責任の内
容、マンション特有の問題等を解説。
「解説⇒事例（設問・解説）」の形式で理
解度を深める工夫をしています。

　災害と不動産取引という分野に関して
は、災害に対するその時代の認識や防災体
制の状況によって裁判所の判決が変わって
いることや、裁判官個人の法解釈の考え方によっても結論が変わっているため、
自然災害と不動産取引に関する分野での確たる解釈は未だに確立しているとは
言えない状況にあります。
　本書は、宅建業者の方に理解していただき易く、使い易いものとするため、
解説と Q＆Aの２部構成にしています。
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私は、１棟のマンションを所有しており、１階部分をテナントに賃貸してお
りますが、最近、大雨によってマンション前の水路があふれ、また、階段部分
に降った雨が流れ込んで雨水管があふれ、１階部分に流れ込んで、水浸しになっ
てしまいました。
賃借人からは、これによって商売ができなくなり、商品や家具も被害を受け
ており大きな損害が発生したのでその損害を賠償してくれと請求されています
が、これに応じなければなりませんか。

１　浸水被害補償の考え方
賃貸借契約において賃貸人は、賃貸物件を賃借人が十分に使用及び収益できるよう
に提供する義務を負っています。
ですから、賃貸借物件の中に雨水が流れ込んでそのことによって被害が発生した場
合には、賃貸物件の設置・管理に瑕疵があったと考えられ、通常はこれにともなって
損害賠償義務を負うと判断されます。しかし、この雨が通常予想していた範囲を超え
た雨量であり、賃貸人として対応できる範囲を超えたものである場合には、賃貸人と
しての予見義務及び結果回避義務を怠ったものとはいえず、損害賠償義務が否定され

本事例では、まず①当時の雨量が、これまでに当該地域に降った雨量の程度と比べ
て極めて多いものであったのかどうかが問題になります。そして、②マンションの雨
水の排水設備が、建築基準法の規制を十分満たしているかどうかも問題になります。
③また、総体として、マンションの排水機能と建物の一階部分の構造が、通常予測さ
れる雨量を十分に排水できるものになっているかも問題になります。④さらに、本件
の場合、マンションの前の水路の水があふれていたとのことですが、この水路の管理
者が地方公共団体である場合には、水路の雨水がどの程度マンションの敷地に入って
きたのかも考慮要素となるでしょう。
これらの点を総合的に考慮して、賃貸人としての予見義務及び結果回避義務を怠っ
たとはいえず、予測を超えた雨量の降雨があり、設置された排水設備に問題がない場
合には、あなたに損害賠償義務がないとされるでしょう。
なお、これとは別に、賃貸人には、賃貸物件を十全な状態で賃貸する義務がありま
すので、その修繕については、あなたの義務になります。

賃貸マンションと浸水被害の補償

災害と不動産取引という分野は、時代の認識や防災体制の状況、裁判官個人の
法解釈の考え方でも結論が変わり、解釈は未だに確立しているとは言えません。
本書は、理解し易く、使い易くするため、解説とQ＆Aの２部構成にしています。
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災害に関わる民法の規定と特約
１　民法の規定
売買契約や賃貸借契約の目的の土地、建物が災害のために損傷したり、使用することが出来なくなっ
たような場合、また、所有あるいは管理を任されている土地、建物が災害により、第三者に損害を
与えたような場合、民法はどのような規定をおいているのでしょうか。

⑴　契約目的物が損傷した場合の売主の責任
ア．危険負担

売買等の契約締結後、買主に引き渡される前に、大地震による地盤沈下、
建物の倒壊、火災による建物の焼失、豪雨等による浸水等が生じ、修復不能

す。最終的には売主が目的物を引き渡す義務は履行することができなくなっ
たのですから、買主は代金を支払う必要がないことになります。

イ．契約不適合
売買等の契約締結後、買主に引き渡された後に上記の事態が生じた場合は、
契約の履行は済んでいるのですから、原則としては売主には責任はありませ
ん。しかし、契約の内容から想定された土地、建物の品質からすれば、当該
災害により地盤沈下や建物の倒壊は生じなかったはずだといえるような場合
は、いわば不良品を購入させられたようなものですから、売主に契約不適合

主張することができます。

⑵　第三者に損害を与えた場合
所有する賃貸アパートが地震や台風で倒壊して第三者に損害を与えたような
場合、その建物の設置、保存に瑕疵があったために倒壊したといえる場合は、
所有者は被害者に損害を賠償する責任を負います。これを土地の工作物責任と

２　売買契約書のひな型における危険負担に関する特約
通常見受けられる売買契約書のひな型には、危険負担に関して右記のような定めをおいているよう
です。
この定めは、令和２年４月１日に施行された改正民法までは、とても意味のあるも
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第 07｜水　害

例 ： 当該宅地又は建物の所在地である●●市につきまして、 ●
●市に問い合わせたところ、 水害ハザードマップは作成され
ておりません。

　　　　ただし、 水害ハザードマップは、 今後、 作成される可能性が
あります。

例 ：水害ハザードマップ上の当該宅地又は建物の所在地は、 別紙の通
りです。 ただし、 水害ハザードマップは、 今後、 更新される可能性
があります。
なお、 当該宅地又は建物の所在地は、 水害ハザードマップ上の浸水想
定区域外ですが、 雨の振り方や土地の利用の変化等により、 浸水想定
区域外であっても浸水が発生する場合がありますので、 ご注意ください。

②　水害ハザードマップがあり、浸水想定区域外の場合。

③　水害ハザードマップがない場合。

取引の対象となる宅地又は建物が津波防災地域づくりに関する法律により指
定された「津波災害警戒区域内」にあるときは、その旨を重要事項として説明

の４の３第３号）。
ア．津波災害警戒区域・津波災害特別警戒区域
「津波災害警戒区域（イエローゾーン）」とは、津波防災地域づくりの推進
に関する基本的な指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、津波が発生
した場合には、住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認めら
れる土地の区域で、当該区域における津波による人的災害を防止するために
警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域として、都道府県知事が指定した
区域をいいます。
「津波災害特別警戒区域（オレンジゾーン）」とは、津波災害警戒区域のうち、
津波が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民等の生命又は身
体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で一定の開発
行為及び一定の構築物の建築又は用途の変更の制限をすべき土地の区域とし
て、都道府県知事が指定した区域をいいます。
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Ｑ＆Ａ 編 　 雪　害

私は、共同住宅（賃貸アパート）の入居者ですが、管理会社に言っても屋根
の雪かきをしてくれません。賃貸人に問い合わせても「あなたの方でやってく
れ」との回答がありましたので、やむなく自力で除雪をしていたところ、作業
中に突風ではしごが外れて落下し骨折しました。治療費等を賃貸人に請求でき
ますか？

１　委託がない場合
P.113 事例 15 で見たとおり、豪雪地域か否か、賃貸物件の種類あるいは除雪場所に
よって誰が除雪をすべきかは異なります。賃借人が除雪をすべき範囲において除雪を
して怪我をしたのであれば、賃貸人に対して治療費等を請求することは困難です。
では、本来は賃貸人が除雪すべき状況であるにもかかわらず賃貸人が除雪をしない
場合に、賃借人が除雪作業をして負傷した場合、賃借人はその治療費等を賃貸人に請
求できるのでしょうか。
賃貸借期間中に賃借人が賃貸人の負担に属する支出をした場合については、費用償
還請求についての定めがありますが（民法第 608 条）、ここにいう必要費とは、現状
保存及び通常の使用収益に適する状態で維持・回復するための費用をいい、また、有
益費とは目的物の価値を増加させる費用であると解されています。転落事故について
は、賃貸物件の維持・回復のためではありませんし、治療費が賃貸物件の価値を増加
させるものでもないため、賃貸借契約に基づく費用償還請求権では請求できないで
しょう。
また、委託がない場合には P.111 事例 14 のように事務管理が成立し得るため、事
務管理に基づく費用償還請求も考えられますが、こちらも損害賠償請求についての規
定はありませんし、やはり本件のような偶発的な事故の治療費までも請求することは
難しいと言わざるを得ません。

２　委託がある場合
もっとも、本件では、賃借人からの雪かきの要請に対し、賃貸人が「あなたの方でやっ
てくれ」と依頼をしており、賃借人はこれに応じて雪かきを実行していますので、賃
借人を受任者とした雪かきの準委任契約が締結されています。本来の委任とは法律行
為を行う場合をいい、雪かきのような事実行為を委任する場合は、準委任といいます。

賃貸住宅の除雪作業中に
はしごが外れて、落下した。誰の責任？
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序　章　【改正の目的と概要】
改正の目的と概要
所有者不明土地関連法の施行期日について（法務省 )
所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直し（法務省）
所有者不明土地の発生を予防する方策（法務省）

第１章【相隣関係】
土地利用のために隣地使用が認められる場合と隣地
使用権の内容
事例 01　境界付近の工作物や設置のための隣地使用
事例 02　越境した樹木の枝・根の切除
事例 03　隣地への水道管の敷設

第２章【共 有 等】
所有者不明土地管理に関する制度の新設
事例 04　テナントビル共用スペースへの電子制御式

宅配ボックス設置
事例 05　既に共有物を利用する共有者の地位と共有

者間で定めた利用方法の変更
事例 06　相続財産の管理を委託された不動産管理業

者の管理方針

第 3 章【所有者不明土地管理】
所有者不明土地管理に関する制度の新設
事例 07　所在不明の隣地所有者との境界確認
事例 08　所有者不明土地の取得を求める民間業者
事例 09　所有者不明建物管理の範囲と限界

第 4 章【相続制度】
相続制度の見直し
事例 10　相続放棄後の遺産管理はどうすべきか

法務省：「財産管理制度に関するその他の見直し」抜粋
事例 11　相続財産清算の手続き

相続財産清算事件のフローチャート
遺産分割に関する見直し（法務省）
具体的相続分による遺産分割の時的限界（法務省）
遺産共有と通常共有が併存している場合の特則（法務省）

第 5 章【不動産登記法】
不動産登記法の改正
事例 12　相続登記等の申請の義務付け
法務省：「相続登記の申請の義務化に関する経過措置について」抜粋
事例 13　登記手続の簡略化
事例 14　権利能力を有しないと認めるべき場合の

所有権の登記名義人の符号表示の新設
事例 15　所有不動産記録証明制度の創設
事例 16　所有権の登記名義人の氏名又は名称及び

住所の情報の更新を図るための仕組み
事例 17　登記義務者の所在が知れない場合等にお

ける登記手続の簡略化
事例 18　解散した法人の担保権に関する登記の抹

消手続きの簡略化
第６章【国庫帰属法】
土地所有権の国庫への帰属の承認等に関する制度の創設
事例 19　所有権放棄または相続放棄の方法による

土地の国庫への帰属

■ サイズ：Ｂ５判
■ ページ数：96
■ 定　価：770円（税込 送料別）
★30 冊以上購入の場合、
　 1冊目から660円（税込 送料別）
■ 発　行：鴨川法律事務所＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　不動産取引に係わる民法（物権法）、不
動産登記法、相続財産国庫帰属法を分か
り易く解説。
　「解説➡事例（設問・解答）の形式で理
解度を深める工夫をしています。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
　令和３年（2021 年）４月 21日に、民法の
相隣関係や共有に関する規定の改正、所有者
不明土地管理制度の新設、相続制度の見直し、
不動産登記法の改正が行われました。
　不動産取引は、民法に則って行われるので、
民法のどの部分がどのように改正されたのかを知ることは、宅地建物取引業者が日常
の業務を行ううえできわめて重要です。これを知ると知らないとで、業務の質に大き
な違いが出てくる事もありえないことではありません。
　本書は、宅地建物取引業者が日常の業務でよく利用する制度で今回改正され又は新
設されたものを取り上げ、その要点を解説するとともに改正前民法と対比しながらQ
＆A形式で具体的に説明しました。
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【 相 隣 関 係 】

越境した樹木の枝・根の切除

隣家の植木が大きくなってその枝や根が境界を越えて私の庭に侵入して
いるのですが、切除しても構いませんか。

竹木の根や枝の越境とその切除
改正前法は、竹木の根が隣地に越境している場合、隣地所有者は自らその根を切除
することができるとしていました。しかし、枝については、その所有者に枝を切除さ
せることができるとしか規定していなかったので、隣地所有者は竹木の所有者に対し
て切除を請求することができるにすぎませんでした。これは、切除するために、枝の
場合は竹木の所有者が隣地に立ち入ることなく越境部分の枝を切除することができる
のに対し、根の場合は竹木の所有者が隣地に立ち入って切除しなければならないとい
う違いがあるためだと説明されていました。

越境した枝の切除の方法
竹木の所有者が越境した枝の切除に応じるときにはこれでよいのですが、隣同士の
仲が悪いとか所在不明で承諾を得られない場合には、自力執行（実力行使）が許され
ないので、隣地所有者は隣地所有者に対して訴訟を提起して判決を得て強制執行をし
なければなりません。根の場合は簡単に自ら切除できるのに、枝の場合にだけ越境さ
れた側にこのような負担を強いるべき理由がないことから、改正法は、これを改めて、
竹木の所有者が催告を受けても相当な期間内に越境した枝を切除しないときや竹木の
所有者が誰であるか分からないか、所在不明のとき、または急迫の事情があるときに
は、隣地所有者はその枝を切り取ることができることにしました。
設問の場合は、根は切ることができますが、枝は法改正により、竹木の所有者に催
告をしても相当期間内に切除しないときに、越境した部分を切除することができるこ
とになります。

事例02
設　問
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第２章｜共有等

事例04
設　問

【 共 有 等 】
テナントビル共用スペースへの電子制御式
宅配ボックス設置工事と共有者の同意の範囲

この度、テナントビルの共有者の方々から物件を預かりました。少し古
いテナントビルですが、立地も悪くありません。そこで、当社は、電子制
御式宅配ボックスを共用部分に設置して物件の価値を高めてはどうかと提
案しました。この提案に乗り気になってくれた共有者は多かったのですが、
一部の方は、そんなものを設置しても仕方がないなどと難色を示しており、
共有者間で意見がまとまりません。どうしたら宅配ボックスの設置に漕ぎ
着けられるのでしょうか？

電子制御式宅配ボックス設置工事の内容とその法的位置づけの難しさ
宅配ボックスの設置にあたっては、通常、その固定のための設置工事や、電子制
御式のものを設置する場合は電気工事が必要になります。共有物件においては、工
事の内容がどのようなものであるかによって、共有者のうちどこまでの範囲の同意
を得るべきかが異なってきます。
改正前法の規律からすると、本件のようなケースについては、宅配ボックスを設
置することは物件の価値を高めることから管理行為にあたるため、持分の過半数の
同意で実施できるのではないか、とも思われます。他方、共有スペースに電子制御
式の宅配ボックスを設置するからには、多くの場合、電気工事するにあたりそのテ
ナントビルに対して物理的変更を伴うことは避けられないでしょう。物理的変更を
伴う場合は変更行為にあたると解されていますので、もはや変更行為として共有者
全員の同意を得ない限りは実施し得ないのではないかとも思われます。このように
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私の父（兄弟）が亡くなり、私が相続人になったのですが、どこにどれ
だけの不動産を所有していたのかよくわかりません。これを調べる良い方
法はありませんか。

所有不動産記録証明制度
自ら又は被承継人が所有権の登記名義人と して記録されている不動産に関する事
項を証明した書面の交付を請求することができるとする制度が創設されました。

背景
相続人は被相続人が所有していた全ての不動産を把握していない場合もあります。
相続人として相続登記を申請しようにも被相続人が所有していた不動産を把握する

【不動産登記法】

所有不動産記録証明制度の創設
事例15
設　問

67
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令和3年4月21日に民法の相隣関係や共有に関する規定の改正、所有者不明
土地管理制度の新設、相続制度の見直し、不動産登記法の改正等が行われました。
宅建業者の皆様向けに、解説に加えQ&A（事例）でわかり易く説明しました。

民法（物権）
抜粋サンプル



宅建業者のための  民法改正と不動産取引宅建業者のための  民法改正と不動産取引

民法改正と不動産取引
　不動産取引に係わる民法改正（債権法、

相続法）を分かり易く解説。

　「解説➡事例（設問・解答）」の形式で

理解度を深める工夫をしています。

　民法の総則と債権法の重要な部分が改正され、2020 年４月１日から施行

となり、　また、相続法についても新しい制度が設けられるなどの改正が行われ、

2019年７月１日に施行されました。

　民法のどの部分がどのように改正されたのかを知ることは、宅地建物取引業者

が日常の業務を行ううえできわめて重要です。

　本書は、宅地建物取引業者が日常の業務でよく利用する制度で今回改正され又

は新設されたものを取り上げ、その要点を解説するとともに改正前民法と対比し

ながらQ＆A形式で具体的に説明しました。

民法改正 一問一答
　第 1部では、実務で遭遇すると思われる事例を 20 とりあげてQ&A形式で

解説しました。第 2部では、契約条項と特約の文例を掲載しました。

　第１部は、改正民法に関する事例解説（Q&A）です。
　第 2部は、民法改正後の売買契約書及び賃貸借契約書の契約条項と
特約条項のうち重要と思われるものを取り上げた文例とその説明です。

宅建業者のための　民法改正 一問一答 宅建業者のための　民法改正 一問一答 事例解説（Q&A）特約条項および特約の文例
事例解説（Q&A）
特約条項および特約の文例

在庫に限り
二冊（二種 各一冊）価格 770 円（税込 送料別）
※在庫に限り割引販売　※セット包装に非ず

宅建業者のための　民法改正と不動産取引
■ サイズ：Ｂ５判（無線綴じ）　■ ページ数：108
■ 定　価：770円（税込 送料別） 
■ 発　行：鴨川法律事務所

 　＋
宅建業者のための　民法改正 一問一答
■ サイズ：Ｂ５判（中綴じ）　　■ ページ数： 40
■ 定　価：385円（税込 送料別）
■ 発　行：鴨川法律事務所

宅建業者のための  民法改正と不動産取引宅建業者のための  民法改正と不動産取引
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第６章【保　証】
保証制度の改正　～保証人保護の強化～
事例 10　保証人への情報提供義務
事例 11　賃貸借契約の根保証
事例 12　事業用物件の賃貸借の保証
第７章【賃貸借】
賃貸借契約をめぐる判例法理の明文化
事例 13　修繕義務と完成猶予事由の特則
事例 14　賃貸人の交代／敷金
事例 15　転貸借
第８章【危険負担】
反対給付債務の消滅から同債務の履行拒絶へ
事例 16　当事者双方の責めによらない履行不能
第９章【経過措置】
当事者の期待と円滑な新法施行
事例 17　賃貸借契約の更新と保証
第 10 章【相続法】
相続法の改正
事例 18　配偶者居住権
事例 19　相続と登記

民 法 改 正 と 不 動 産 取 引 　目次

民 法 改 正  一 問 一 答 　 目 次

■第２部　契約条項および特約の文例
売買契約
１．契約不適合責任に対応する契約条項
２．契約不適合責任免除に関する特約
①　契約不適合責任免除特約　( 売主が非業者 )
②　引渡から２年に限定する特約（売主が業者）
３．老朽化の著しい建物の品質についての
　　契約内容の特約
４．契約解除に関する条項
５．錯誤事由に関する特約
６．危険負担に関する条項
賃貸借契約
１．保証人の極度額の記載
２．元本確定と保証人死亡・破産時の新たな
　　保証人を立てる義務の特約
３．更新後も保証責任が継続することを確認
する旨の特約
４．賃借人の補修に関する条項

27
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私は、2019 年３月１日に、期間を３年、賃料を月額 12万円、毎月末日
限り翌月分支払の条件で建物をＤさんに貸していました。
Ｄさんは、2020 年１月分から６月分までの家賃を滞納したため、私は契
約を解除して 2020 年７月に出ていってもらいました。
私は、この６か月分（2020 年１月分～ 2020 年６月分）の延滞賃料に何％
の利息をつけて請求することができますか。

債務不履行責任についての経過措置
賃料債務を含め、債務不履行責任については、①（約定違反となった債務が発生し
た）契約時点と、その後に②不履行が生じた時点のいずれもが施行日以降であるとき
にのみ改正民法が適用されます。したがって、本問の事案では、賃料債務のもととな
る賃貸借契約の締結が施行日前ですので、債務不履行の発生（延滞）の時期にかかわ
らず改正前民法が適用されます。

遅延損害金の利率
遅延損害の利率についても、改正前民法の法定利率年５％が適用されるように思わ
れるかもしれません。しかし、法定利率については、債務不履行とは別に経過規定が
定められているので要注意です。
具体的には、債務不履行による遅延損害金の利率については、その債務の発生時期

（契約締結の時点等）に関わらず、遅滞が生じた時期が施行日の前であれば改正前民法、
後であれば改正民法とされています。改正民法は、法定利率について改正前民法での

事例04
設　問

【法定利率】

延滞賃料の遅延損害金と経過措置
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☞　「民法改正と不動産取引」参照　71頁、73～74頁

( 契約期間中の修繕 )
第〇条　賃貸人は、賃借人が本物件を使用するために必要な修繕を行わなけ

ればならない。この場合の修繕に要する費用は、賃借人の責めに帰す
べき事由により必要となったものは賃借人が負担し、その他のものは
賃貸人が負担するものとする。

２　前項の規定に基づき賃貸人が修繕を行う場合は、賃貸人は、あらかじめ、
その旨を賃借人に通知しなければならない。この場合において、賃借人
は、正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒否することがで
きない。

３　賃借人は、本物件内に破損が生じたときは、賃貸人にその旨を速やかに
通知し修繕の必要について協議するものとする。その通知が遅れて賃貸
人に損害が生じたときは賃借人は、これを賠償する。

４　前項の規定による通知が行われた場合において、修繕の必要が認められ
るにもかかわらず、賃貸人が正当な理由なく修繕を実施しないときは、
賃借人は自ら修繕することができる。この場合の修繕に要する費用は、
第１項に準ずるものとする。

５　前項の規定にかかわらず急迫の事情がある時は、賃借人はただちに修繕
することができる。

改正民法 607 条の２は、新たに賃借人による修繕の規定を設けました。
本来、修繕は賃貸人の義務であり、改正前民法は、修繕の必要性が生じ
たときは賃借人は賃貸人にその旨を通知しなければならないと定めてい
ました。しかし、通知を受けた賃貸人が修繕をしない場合、賃借人が代
わってこれを行うという必要があるため、このことを認める規定が設け
られました。
賃借人が支払った修繕工事費用は必要費としてただちに賃貸人に償還

を求めることができます。

４　賃借人の補修に関する条項

賃貸借契約

202101_★B5_民法改正_一問一答.indd   38 2021/08/12   13:57:11

第１章【時　効】
時効制度の改正
事例 01　時効期間と完成猶予
事例 02　職業別短期消滅時効の廃止と時効援用の制限
事例 03　不法行為に基づく損害賠償請求と時効
第２章【法定利率】
法定利率の改正
事例 04　延滞賃料の遅延損害金と経過措置
第３章【錯　誤】
錯誤の改正
事例 05　動機の錯誤とその効果
第４章【定型約款】
定型約款という新しい概念
事例 06　賃貸借契約書の定型約款該当性とその変更
Column成人年齢引き下げと賃貸借
第５章【契約不適合】（瑕疵担保）
売主の瑕疵担保責任から契約不適合責任へ
事例 07　品質の不適合
事例 08　数量の不適合
事例 09　請負の契約不適合責任

■ 第１部　事例解説（Q&A）
１　内容証明郵便が受取拒否・不在で届かなかった時は？
２　売主に代わって名義変更できるのか？
３　販売した住宅の補修に どの程度応じるべきか？
４　売主は中古物件の不具合全てに責任がありますか？
５　住宅販売の責任の時効は？
６　地震や天災によるリスクは、誰が負担するのか？
７　家賃１か月滞納や軽微な増改築で契約解除されるのか？
８　借家の使用に必要な修繕費は、誰が負担すべきか？
９　越境した木や枝の伐採を請求できるのは誰か？
10　物件を購入すれば、賃貸借契約も引継げるか？
11　もとの賃貸借契約解除、転貸人と転借人の契約は？
12　賃貸借の保証人死亡・破産後の保証はどうなる？
13　賃借人が破産したとき、賃貸借契約はどうなる？
14　なぜ保証の極度額の定めが必要なのか？
15　保証契約更新､改正民法が適用される？されない？
16　保証人を依頼する際に、必要な情報提供とは？
17　情報提供義務を履行した証拠を残す？
18　双方が合意していれば、改正前民法が適用される？
19　改正民法下で、保証契約に必要なことは？
20　改正民法や相続法の新制度の施行はいつか？
column　所有者不明土地問題
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鴨川法律事務所

冊 　　,　　, 　　ａ円

冊 　　,　　,　 　ｂ円

② 宅建業者のための

・ 1冊 990円 税込・送料別　※30冊以上のご注文で、1冊目から880円税込

・ 1冊 770円 税込・送料別　※30冊以上のご注文で、1冊目から660円税込

③ 宅建業者のための

ご注文総額
a+b+c+送料

,　　　　,　　　　円

送  料 ❖ （a+b+c合計）7,501円以上
※は送料無料

    　※ 配送１か所あたり

〒郵便番号
御中　　　ご担当様：　　　　　　　様

■上記とお届け先が異なる場合にご記入ください。
お届け先名
・郵便番号
・住　　所
電話・FAX 番号 T E L .        （　　　　）　　　　 F A X .        （　　　　）　　　　　　　

〒604-0903　京都市中京区指物町 328 番地増井ビル 7 階
TEL：075-222-2233　FAX：075-253-3288
ホームページ URL : https://kamogawa.law    2024

❖ 発送までに2週間程度かかる場合があります。❖ 発送先は日本国内に限ります。離島・一部地域で追加送料がかかる場合があります。
❖ ご入金確認後に発送いたします。（宅地建物取引業協会を除く）

・在庫に限り割引販売いたします。
・なくなり次第販売終了。
・ セット梱包ではありません。

鴨川法律事務所

■ご購入者情報・お届け先
ご請求先名

・郵便番号
・住　　所

メールアドレス   ＠
電話・FAX 番号 T E L .        （　　　　）　　　　 F A X .        （　　　　）　　　　　　　

番地  建物名・部屋番号  

御中　　　ご担当様：　　　　　　　様
〒郵便番号 都 道

府 県
市区町村

・送料除く~3,500円まで 送料440円税込
・3,501~7,500円まで 送料550円税込
・7,501円以上~　　  送料 無　料
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■ Ｂ５判 無線綴じ
■ 2色刷（黒＋藍）
■ ページ数：136
■ 2024年4月発行
■ 定価 : 900円＋税
■ 発行：鴨川法律事務所

2021 年４月に民法の相隣関係や共有に関する規定の改正、所有者
不明土地管理制度の新設、相続制度の見直し、不動産登記法の改正、
が行われました。これらの解説と事例です。

災害と不動産取引という分野は、時代の認識や防災体制の状況、
裁判官個人の法解釈の考え方でも結論が変わり、解釈は未だに
確立しているとは言えません。
理解し易く･使い易くするため､解説と Q＆Aの２部構成にしています。

※①～③合計 30 冊 ( 組 ) 以上
　の場合は､30 冊以上価格です。

※①～③合計 30 冊 ( 組 ) 以上
　の場合は､30 冊以上価格です。

「民法改正と不動産取引」「民法改正 一問一答」 セット「民法改正と不動産取引」「民法改正 一問一答」 セット

民法改正と不動産取引
■ Ｂ５判 無線綴じ
■ 2色刷（黒＋藍）
■ ページ数：104
■ 発行：2019年4月
■ 定価：700円＋税
■ 発行：鴨川法律事務所
※ 単体でのご注文も承ります。（660円税込）+送料
　メールFAX等でお問い合わせください。

民法改正 一問一答
■ Ｂ５判 中綴じ
■ 2色刷（黒＋赤） 
■ ページ数：40
■ 発行：2020年３月
■ 定価：350円+税
■ 発行：鴨川法律事務所
※ 単体でのご注文も承ります。（275円税込）+送料
　メールFAX等でお問い合わせください。

2019 年 2020 年等に
施行の、相続法・民
法・債権法等の解説
と事例です。

改正民法に関する追加事例。
第2部では売買契約書及び
賃貸借契約書の契約条項と
特約条項の文例と説明です。

■ Ｂ５判 無線綴じ
■ 2色刷（黒＋緑）
■ ページ数：９６
■ 2022年７月発行
■ 定価700円+税
■ 発行：鴨川法律事務所

「民法（物権）・不動産登記法改正」 

29冊以下のご注文  冊数×990円税込
30冊以上のご注文  冊数×880円税込

組 　　,　　,　 　ｃ円ご注文の数量にかかわらず
※セット梱包ではありません。
2種各1冊× 770円税込

在庫に限り 割引販売いたします。2種各1冊 　1,155円　➡　770円 税込・送料別

災害と不動産取引① 宅建業者のための

書籍 購入申込書 注文専用メール : kamogawa.office@gmail.com
注 文 Ｆ Ａ Ｘ : 0 7 5 - 2 5 3 - 3 2 8 8

「民法（物権）・不動産登記法改正」 

キ
リ
ト
リ
線

注
文
書
の
コ
ピ
ー
を
と
る
か
、
切
取
っ
て
ご
使
用
く
だ
さ
い
。29冊以下のご注文  冊数×770円税込

30冊以上のご注文  冊数×660円税込
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